

























































限または全部取得条項の定めを設ける定款変更（会116条 1 項 2 号、同108
条 1 項 4 号、同108条 1 項 7 号）、株式併合・分割等により、特定の種類株
式の株主に損害が及ぶおそれがあり、かつ定款で種類株主総会が排除され
ている場合（会116条 1 項 3 号）が追加された。
　さらに、②当該株主総会・種類株主総会で議決権を行使できない株主
（議決権制限株式の株主）にも株式買取請求権が認められ（会116条 2 項 1
号ロ、同785条 2 項 1 号ロ）、③当該行為につき株主総会の承認決議が不要
とされる場合には、すべての株主に同請求権が認められた（会116条 2 項



































































































































































































































































条 2 項 2 号）とされる
17































基準を設定することが可能であること（会468条 2 項、同796条 3 項参照）、
また略式組織再編における総株主の議決権の90％という要件は定款変更に




































































































































































































































































































































































定めを設ける定款変更（会116条 1 項 2 号、同108条 1 項 4 号、同108条 1 項 7 号）、
株式併合・分割等により、特定の種類株式の株主に損害が及ぶおそれがあり、かつ
定款で種類株主総会が排除されている場合（会116条 1 項 3 号）が追加された。②
当該株主総会・種類株主総会で議決権を行使できない株主（議決権制限株式の株
主）にも株式買取請求権が認められる（会116条 2 項 1 号ロ、同785条 2 項 1 号ロ）。
当該行為につき株主総会の承認決議が不要とされる場合には、すべての株主が同請
求権を有する（会116条 2 項 2 号、同785条 2 項 2 号等）。③いったん株式買取請求
権を行使した株主は、会社の承認を受けた場合に限り、同請求を撤回できるものと
された（会116条 6 項、同785条 6 項等）。④株主は当該行為の効力発生日の20日前
からその前日までの間に株式買取請求を行うものとされた（会116条 5 項、同785条
5 項等）。新設型組織再編行為の場合には、株主総会決議から 2 週間内に通知・公
告し、それから20日間が行使期間となる（会806条 3 項～ 5項）。⑤買取価格の基準
が「決議ナカリセバ有スベカリシ公正ナル価格」（旧商245条の 2 第 1 項、408条の


































































































798条 4 項、 1 項）。これに対し、剰余金配当請求権は、分配可能額（会461条）の
範囲内において、株主総会の決議により、配当財産の種類及び帳簿価額の総額、株
主に対する配当財産の割当に関する事項、当該剰余金の配当がその効力を生ずる日
を定めて（会454条 1 項）、具体的な権利として発生するものとされている。このよ
うに、株式買取請求権に係る利息請求権と剰余金配当請求権とでは、その発生根
拠、要件、権利の内容等が異なり、仮に…、両権利とも会社が株主の出資を利用し
たことに対して支払う対価という側面があると考えたとしても、両権利を取得する
ことを否定するような定めや取得金額を調整するような定めは存せず、両権利を取
得・行使するにあたっての調整等を行う必要があるものと認めることはできない」
としている（弥永真生「株式買取請求と剰余金配当請求権」ジュリスト1409号
（2010年）142頁）。
